
（平成２２年３月調査）

ＮＰＯ・ボランティアとの協働事業等に関する調査
（平成２２年度福島県実施予定事業）

福島県企画調整部文化スポーツ局文化振興課
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【集計表の記載について（凡例）】

　　　　■ 協働事業等の形態
記号

A

E

Ｉ

　　　　■ 協働事業等を実施する理由（３つまで回答） 　■ 協働事業等を実施した機関
番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

　　 集計表の項目については、次の区分のとおり。

形　　態

記号 区　　分

共　催 ＮＰＯ等と行政がともに主催者（事業主体）となり、共同（連名）で企画、事業運営を行うもの。

A 本庁課（室）

B
実行委員会・
協議会

ＮＰＯ等と行政で構成された実行委員会・協議会等が主催者（事業主体）となり、企画、事業運営を行うもの。

事業協力
行政とＮＰＯ等が役割を分担して、特定の事業又は活動等をともに行うもの。（共催・事業委託ではないが、両者
が協力して行う内容のもの。例えば、地域での清掃活動、イベントの開催、施設運営や地域等においてボランティ
アの協力を依頼するものなど）

B

C
情報交換・
意見聴取

計画策定等の際にＮＰＯ等から意見を聴く検討会、情報共有を目的とした研究会・ワークショップ・懇話会、相互
の意見交換を前提とした説明会の開催など、ＮＰＯ等からの意見聴取又は情報共有を目的とするもの。

事業委託 行政が実施する事業等について、ＮＰＯに当該業務を委託するもの。

F 補　助 ＮＰＯ等が行う事業や活動等に対して、補助金・助成金・貸付金等により資金面からＮＰＯ等を支援するもの。

Ｈ

D

E

行政の施策又は事業実施の方向性等に対して、ＮＰＯ等から独自の企画や代案等の提案を受け、その内容に関して
検討を行う内容のもの。

F

出先機関

C 県外郭団体（県出資の財団法人等）

本庁課（室）及び出先機関

本庁課（室）及び県外郭団体等

出先機関及び県外郭団体等

G 本庁課（室）、出先機関及び県外郭団体等

D 政策提言

その他 前各項目以外のもの。（例：ボランティアを養成する講座・研修会等の開催等）

理　　　　由

Ｇ 後援・推薦
ＮＰＯ等が取り組む事業等に対して、行政としてその事業の有意性を評価していることを表し、社会的な信頼性を
高めることに資する内容のもの（表彰も含む）。

ＮＰＯ等（住民）の参画により、地域が活性化することが期待できたため

ＮＰＯ等の活動や取り組んでいる事業に有意性があると判断したため

ＮＰＯ等が有する専門的なノウハウや先駆性を活かせる事業内容であったため

住民ニーズに沿ったきめ細かなサービス提供や、相乗的な効果が期待できたため

ＮＰＯ等からの依頼があり、行政として協力する必要があると判断したため

ＮＰＯ等の関係者との人的なネットワーク構築が期待できたため

事業（政策）目的を達成するためにＮＰＯ等を支援する必要があったため

ＮＰＯ等の関係者の意見を反映して実施する必要があったため

経費節減（予算削減）が期待できたため

その他　（具体的に記載）

ＮＰＯ等との協働により職員（行政）の意識啓発が期待できたため

ＮＰＯ等との協働自体を事業目的としたため

2/17



計計計計121121121121件件件件

部局名 所属名

広報課

戦略的広報展開事業 　NPOやボランティアの意見や協力を得ながら県のホーム
ページを充実させ、本県の魅力の向上を図る。

（本庁課（室）） 【その他】

安全で安心な県づくり
推進事業

　県民による自主的な活動を促進するため、「福島県安全で
安心な県づくりの推進に関する基本計画」に基づき、「気づ
き」「学び」「交流」の場を提供する体制を構築し、市町村や
県民等と情報共有を図り、相互に支援し合うなど、安全で安
心な県づくりを推進する。

（事業協力）

Ｅ
（事業委託）

Ｈ Ａ

1

【その他】（本庁課（室））
0

県北地方振興局

5 8

（出先機関） 【その他】

Ｂ

3

8

（事業委託） （出先機関） 【その他】

Ｅ Ｂ

1 3

2 3

子ども緊急サポート事
業

　病児・病後児の預かり、急な残業や出張の際の宿泊を伴う
預かりなど、地域での子育て支援を実施するとともに、地域
子育ての気運や利活用を高めるため、行政をはじめ地域の
子育てに関係する機関とのネットワーク会議の開催や子育
てサポートに必要な技能習得のための研修会を開催する。
これらの活動により、子育ての期間でも安心して仕事ができ
る、住みよい地域づくりを目指す。

8,408

3,156

Ｅ
（事業委託）

（事業委託） （出先機関）

（出先機関） 【その他】

Ｅ Ｂ

1

Ｂ

1 2 3

【その他】

知
事
直
轄

知
事
直
轄

総
務
部

総
務
部

総合安全管理課

県北地方振興局

県中地方振興局

総
務
部

総
務
部

総
務
部

理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態

【その他】

ＤＩ

5

（その他） （本庁課（室）及び出
先機関）

平成平成平成平成２２２２２２２２年度福島県協働事業等年度福島県協働事業等年度福島県協働事業等年度福島県協働事業等のののの実施予定実施予定実施予定実施予定

3 6

（事業協力）
1,129

Ｈ Ａ

1

事業名

都市農村交流「ど真ん
中周遊情報 発信 セン
ター」運営事業

ど真ん中地域資源魅力
アップ支援事業

　県中管内の過疎・中山間地域には、豊かな自然、景観、歴
史・伝統文化、特産品等の地域の宝といえる多くの地域資源
があるにもかかわらず、ほとんど知られていない。一方、そ
れらの地域は、過疎化、高齢化のさらなる進行により、主要
な産業である農林業が衰退し、ふるさとを支える地域活力の
低下が著しい状況にある。このため、地域アドバイザーを
使って地域資源の発掘や魅力アップを図り、それらを連携・
連動させて過疎・中山間地域の総合的な魅力として発信し、
過疎・中山間地域の振興を図る。

12,770

　過疎・中山間地域においては、豊かな自然、歴史・伝統文
化等多くの地域資源があるにもかかわらず、都市部に住む
人々にはあまり知られていないのが現状である。
　このため、県中地域の都市部（郡山駅前周辺）において過
疎・中山間地域イベントや観光資源の情報発信を行い、都
市部から農村への遊客数増加を図り管内を広く周遊させ過
疎・中山間地域の振興を図る。
　また、県中地域の情報発信基地・広報拠点となる「ど真ん
中周遊情報発信センター」をまちなか交流拠点内に設置し、
県中地域の農産物や産品紹介、テスト販売を実施し、地域
特産品のＰ

28,264

税務課

ＮＰＯ支援税制 法人県民税均等割、不動産取得税、自動車取得税につい
て、一定の要件のもと、課税免除の措置を講ずる。

0

県中地方振興局

中山間地域交流活性
化事業

  県北地方における中山間地域の活性化のため、あぶくま
地域の豊かな自然環境を生かしたグリーン・ツーリズムの取
り組みを通じて都市部との連携・交流を担っているボランティ
ア・ＮＰＯ等をモデル事業として支援し、中山間地域における
新たな雇用の創出を図る。
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

【その他】

（事業委託）
Ｅ

相双地方振興局 17,065
Ｅ Ｂ

1 3 8

（出先機関） 【その他】

ふるさと南会津ロケ誘
致受入体制強化事業

映画のロケ地としての売り込みおよび受入体制の強化のた
め次の業務を行う①ロケハン（ロケーションハンティング）・シ
ナハン（シナリオハンティング）の同行②ロケーションライブラ
リの充実③ホームページのリニューアル・更新・管理・運営
④ロケ情報専門誌（ロケーションジャパン）などによるPR活動
⑤全国フィルム・コミッション連絡協議会等への加盟による情
報収集⑥ふるさと南会津ロケ誘致ネットワーク事務局の庶
務・会計⑦その他、南会津地方、ふるさと南会津ロケ誘致
ネットワークの発展に寄与する業務

6,923

福島県県南地方定住・
二地域居住推進事業

移住や二地域居住を希望される方に向けた相談窓口を開設
し、地域の衣食住環境などの情報提供や現地案内などを通
じて、県南地方における定住・二地域居住の推進を図る。

10,356
Ｅ

（事業委託）
Ｂ

1 2

5

（出先機関） 【その他】

Ｂ

1 3

県北地方振興局

会津地方振興局

会津地方振興局

会津地方振興局 7,333

口伝遺産（「語り部」に
よる昔話）の調査・収
録・保存事業

会津地方に伝わる「語り部」による昔話は、地域の育んでき
た歴史、文化、風習等を伝える地域の重要な文化財である。
これら「語り部」とその昔話の調査・収録・保存を行うととも
に、これらを小学校教育等における学習教材として活用する
ことで、昔話の伝承にとどまらず、地域の歴史や文化を次世
代に伝えていくことを目的とする。

10,751

18,018

ユニバーサルデザイン
ツアーセンター設置事
業

総
務
部

総
務
部

総
務
部

総
務
部

総
務
部

総
務
部

総
務
部

Ｅ Ｂ

1

（事業委託） （出先機関） 【その他】

（事業委託） （出先機関）
Ｅ

（事業委託） （出先機関）
Ｅ

Ｂ

【その他】
Ｂ

1

【その他】

1

県 北 方 部 ア ク テ ィ ブ
ツーリズム創出事業

①プログラム・モデルコース作成事業：飯坂地区を中心とし
た県北方部の観光プログラム・観光モデルコースを作成し、
着地型観光を提案する。
②モニターツアー事業：モニターツアーの実施。併せて、参
加者対象のアンケートを実施し、事業の検証をする。年２回
程度
③プロモーション事業：ガイドブックの作成やインターネットの
活用により、飯坂地区を中心とした着地型観光をＰＲする。
④地域お宝発見講座：地域住民を対象とした地元学講座を
開催する。着地型観光に活用できるような地域資源を再確
認・再発見させることが目的。年１０回程度

13,235

『相双ビューロー』（戦
略的魅力情報発信事
業）

　相双地域の総合的な観光・物産情報の戦略的な情報発信
及び首都圏の市場開拓のため、プロポーザルで選定した地
元のＮＰＯ法人に業務を委託（スタッフ２名雇用）し、総合的
な地域情報ウェブサイト『相双ビューロー』の開設や広域観
光・物産ガイドの発行、首都圏でのマーケティングなどの取り
組みを行う。

（事業委託）

県南地方振興局

南会津地方振興局

（事業委託）
ＢＥ

ユニバーサルデザインツアーセンターを設置し、観光地のユ
ニバーサルデザイン情報を提供することに加え来訪者への
人的支援を行うことにより、障害のある方や高齢者などより
多くの方に会津の観光を楽しんでもらうこと目指す。

「太陽で走ろう！！らく
らくおひさま自転車」Ｃ
Ｏ2排出量をゼロにした
観光交通・地域交通シ
ステム事業

　会津若松市を訪れる観光客に対し、個々の自由な行動が
可能であり、かつ環境に優しく温室効果ガスを極力排出しな
い環境配慮型観光交通システムとして、太陽光発電を利用
した電動アシスト自転車をレンタル提供するとともに、パーソ
ナル化した観光客の質問や希望に応え提案できる観光コン
シェルジュを配置することで、先進的でクリーンな観光都市
「会津若松」を全国に発信する。

（出先機関）

1

（出先機関） 【その他】

2 3
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

会津地方振興局
Ｅ

（事業委託）
Ｂ

12

未利用エネルギー等活
用モデル地区支援事業

(1)地域連携支援
　　住民、ＮＰＯ、コンサル業者、学識経験者、市町村等がに
よる協議会が、具体的な設備の導入方法についての検討等
行う経費に対して補助する。
(2)導入支援
　　民間団体等が行う太陽光発電設備（10kW未満）の導入
経費を補助する。

Ｆ Ａ

950
Ｆ

（補助）

2

Ａ

1 2

【その他】

1,517
Ｉ Ａ

3

8

（その他）

1 4

（本庁課（室）） 【その他】

Ｂ

2 3

0
Ｂ Ｂ

（実行委員会・協議
会）

（出先機関）

（共催） （出先機関） 【その他】

4 73

【その他】

1

いわき地方振興局

地域振興課

会津地方振興局

会津地方振興局

いわき地方振興局

いわき地方振興局

5

裏磐梯発エコツーリズ
ム普及事業

エコツーカレッジなどエコツーリズム普及にかかるイベントの
実施、自然環境モニタリング調査、ＨＰの充実や各情報誌へ
の掲載などによる広報活動

9,760
総
務
部

総
務
部

総
務
部

総
務
部

総
務
部

総
務
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

（出先機関）

（本庁課（室））

（本庁課（室））

（出先機関）

12

1

【その他】ふるさと雇用再生特別基金事業

1

3,250

ふるさと誘致支援ネット
ワーク構築事業

いわきの定住・二地域居住の総合的相談窓口である「IWAKI
ふるさと誘致センター」を支援するとともに、センターが実施
する事業をいわき市と協働で取り組み定住・二地域居住の
促進を図る。

未利用エネルギー等活
用促進事業

(1)初期調査事業補助
　　住民やＮＰＯなどの民間団体等が行う事業可能性調査等
の基礎調査に係る経費を補助する。
(2)地域活性化事業補助
　　民間団体等が行う普及啓発等に係る経費を補助する。

過疎・中山間地域力育
成事業（集落支援員等
育成支援事業）

いわき菜の花プロジェ
クトの支援

ＮＰＯと関係機関が連携して「仕組み」を構築することにより、
菜の花をモデルケースとして、地域レベルで循環型社会の
形成を目指すとともに、広く油性植物の栽培を奨励すること
によって遊休農地等を有効活用し、更に、地域特有の資源・
エネルギーとしての利活用の確立を図り、観光資源としても
利用できるように事業を進め持続可能な地域づくりを行う。

Ｂ

会津地方在住外国人
社会参加支援事業

会津地方に在住する外国人の社会参加支援活動 6,057
（出先機関）

ＢＥ
（事業委託）

6,261
（事業委託） （出先機関） 【その他】緊急雇用創出事業

Ｅ Ｂ

1 12

【その他】ふるさと雇用再生特別基金事業

1 3 11

3

【その他】

5,006

（補助）

Ｅ
（事業委託）

6,323
Ａ

会津版「人と自然の共
生」促進事業

野生動物による被害防止の啓発活動、被害対策活動

アクアマリンパーク情報
発信・交流促進事業

アクアマリンパークの小名浜さんかく倉庫２号棟「小名浜潮
目交流館」を活用し、民間団体や各地方振興局と連携しなが
ら中山間地域の物産展等を開催することにより情報発信を
行い交流人口の拡大を図る。

平成２０年度から創設された集落支援員制度を最大限
活用し、市町村から要望の多かった支援策として、広
域的な情報交換を行う集落支援員連絡会議や、集落
支援員のなり手の確保とレベルアップを図るための実
践演習、実際の地域づくり活動に参加して学ぶケース
スタディなどを行う。

【その他】

エネルギー課

エネルギー課
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

0

15,347

Ａ

1 2

新 “ う つくしま 、ふ くし
ま。”県民運動「１００年
後も… いきいき ふく
しま うつくしま」（新た
な県民運動推進事業）

　県民、行政区・町内会等、市民活動団体（ＮＰＯ）、学校、企
業、各種団体、行政など、社会を構成する　あらゆる主体が
有機的につながり、より多くの知恵と行動力を結集して、ネッ
トワークの力で相乗効果を発揮しながら｢ふくしまの地域力｣
を磨き、県民の皆さん一人ひとりが誇りを持って、生き生きと
暮らせる豊かな社会を築いていく運動を展開する。

2,119
Ｅ

1 2

【その他】

【その他】

（本庁課（室）） 【その他】

6 8 9

3 4

3

【その他】

Ｆ
（その他） （本庁課（室）、出先機

関及び県外郭団体
等）

1

0
Ｃ

（情報交換・意見聴
取）

Ａ

（本庁課（室））

文化振興課

文化振興課

文化振興課

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

8

地域コミュニティ活動支
援事業

現代の社会は、かつて有していた地域の力が脆弱化して
いることから、「地域コミュニティ活動支援アドバイザー」を置
き、県内各地域の地域課題・問題等の実態に応じて、町内
会・行政区等の地域関係者へのアドバイスや関係団体との
細やかな調整・協力要請を行い、また、各種啓発活動によ
り、地域コミュニティの再生に向けた支援を図る。
○配置人数：　地域コミュニティ活動支援アドバイザー　３名
○業務内容：　アドバイス、関係者との調整、情報の収集整
　　　　　　　　理、講習会等の普及啓発活動、地域課題解決
　　　　　　　　事例集の

10,800

Ｅ
（事業委託） （本庁課（室））

Ａ

Ｉ

3

（その他） （本庁課（室）） 【その他】

Ａ

（本庁課（室））
Ａ

Ｉ Ａ

県民が文化に親しみ交流するとともに、暮らしに根ざした地
域資源に光をあて、それを活かした文化振興の展開モデル
を構築し、普及させることにより、「する・見る・支える」文化の
醸成を図り、県民総参加による文化の振興を目指す。

ふくしま文化元気ルネ
サンス事業

ＮＰＯ訪問調査・意見交
換

「福島県民の日」（以下「県民の日」という。）を記念し、郷土
について理解と関心を深め、ふるさとを愛する心をはぐくみ、
県民が心を合わせてより豊かな福島県を築き上げることを期
して、行政や企業・各種団体・県民らによる公共的施設の無
料開放や記念事業を展開する。

福島県民の日記念“う
つくしま、ふくしま。”サ
マーキャンペーン

0

ＮＰＯ法人を訪問し、意見交換を行い、ＮＰＯ法人の実態を把
握するとともに県への要望事項等を聞く。

1

3

【その他】

（本庁課（室）） 【その他】

2 8

（その他）

Ｅ

Ｉ

（事業委託）

（事業委託）

5,473

公益信託うつくしま基金
関係

安定的かつ継続的な市民活動を促進するため、公益信託に
より、ボランティア活動をはじめとする公益活動を行う団体、
グループ及び個人に対して助成を行う。

5

県民協働促進事業 「ふくしま県民活動支援センター」を設置し、情報やネット
ワーク面を中心に、ボランティアやＮＰＯ等の県民が行う公
益性の高い各種活動等を促進支援するとともに、県内にお
ける協働の推進により、多様な主体の参加と連携による「新
しい公共」の構築を目指していく。

文化振興課

文化振興課

文化振興課

文化振興課
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

8 10

10

県民カレッジ推進事業 「団塊の世代」「働き盛り」を対象に、地域の人づくりを担う主
体（Ｎ　ＰＯ・市民団体・民間企業・市町村・公民館・大学等高
等教育機関等）　と県が連携・協働して、地域づくりに結びつ
く人材育成のモデル事業を行う。
「「地域づくりにつながる人づくり連携強化モデル事業」

5,619
Ｈ

（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｂ

3

【その他】

10

２１世紀ふくしま文化担
い手推進事業

各事業（ふくしま文化少年倶楽部・伝統芸能交流会）の実施
において各種ボランティアに事業運営等の事業協力を受け
る。

1,927
Ｈ

（事業協力） 【その他】

3 8

3 8

9,798
（事業協力）

情報政策課

スポーツ課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

光ファイバ網活用によ
る地域課題解決検討事
業

環境保全活動を実践するNPO・事業者・大学・行政機関など
28団体からなる連携・支援ネットワークを運営し、県民、事業
者、行政等の環境保全活動について、環境教育・学習、情
報収集・提供、調査研究の面から総合的に支援する。

生活環境総務課

体験的環境教育指導
員トレーニング講座開
催事業

環境教育を実践する指導者を対象に、実際の教育現場で活
用できる内容の講座を開催し、学校教育や社会教育におけ
る環境保全意識の醸成、環境保全活動の活性化を図る。

1,500

5 10

Ｅ

1

746

（事業委託）

2

891

ＡＣ

（出先機関）

（本庁課（室））

Ｄ
（事業協力） （本庁課（室）及び出

先機関）

Ｈ

企
画
調
整
部

4

（情報交換・意見聴
取）

（本庁課（室）及び出
先機関）

【その他】

5 6

238
Ｃ Ｄ

0
Ｈ Ｃ

（補助） （本庁課（室）及び県
外郭団体等）

Ｈ Ａ

Ｆ

（本庁課（室）及び出
先機関）

（本庁課（室））

8

1 2

【その他】

Ｅ

4

Ｄ

【その他】

2

（県外郭団体（県出資
の財団法人等））

【その他】

3

4 5

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

企
画
調
整
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

各事業（青春エムンドライブ０９・ふくしま映画塾・こどものみ
らい映画祭・等）の実施において各種ボランティアに事業運
営等の事業協力を受ける。

スポーツボランティア活
動支援事業

　スポーツにおけるボランティア活動の機会を提供し、県民
の誰もがいつでも、どこでも、いつまでもスポーツに関わるこ
とができる生涯スポーツ社会の実現を図る。

　光ファイバ網を活用した新たな地域活性化策や行政サー
ビスを県・市町村といった行政の観点のみならず、さまざま
なソリューション構築を通じてノウハウを有する電気通信事
業者の観点も加えた上で協働して創出し、その利活用を更
に推進する。

（事業協力）

（情報交換・意見聴
取）

うつくしま「水との共生」
プラン推進事業

「清らかな水が巡り、多様な生きものを育む緑豊かな水辺
に、子どもも大人も遊ぶ源流県ふくしま」の実現のため、水
環境活動団体等の連携による、流域の健全な水循環の継
承を図る。

1,000

ふくしま環境活動連携・
支援推進事業

ふくしま海洋科学館の
運営

夢 わ く わ く 「 学 ぶ ん
ジャー」プロジェクト

ふくしま海洋科学館の運営に関してボランティアの協力を求
め、活動の場を提供する。

土地・水調整課

生涯学習課

生活環境総務課

【その他】

【その他】

3 6

Ｂ
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

生
活
環
境
部

10

（事業委託） （出先機関） 【その他】

1 2 8

ユ ー ス 国 際 協 力 ミ ー
ティング

防災体制の確立と防災意識の高揚を目的として、町内
会や自主防災組織等の住民、事業所、関係機関・団体
等の参加協力により実施する総合防災訓練をＮＰＯ法
人の参加により実施する予定。

地球市民フェスティバ
ル

県民一人ひとりが「地球市民」であるという意識を持ち、多様
な文化を認め合う社会づくりを促進するため、NGO等と連携
して実施する。

ふくしま型ユニバーサ
ルデザイン実践強化事
業

団体との連携講座開催
事業

【その他】

2 41

【その他】

（事業協力） （本庁課） 【その他】

9 10

Ｈ Ａ

（実行委員会・協議
会）

（本庁課） 【その他】

Ｂ Ａ

1 6

（共催） （本庁課） 【その他】

2 8

Ａ

（事業委託） （県外郭団体（県出資
の財団法人等））

【その他】
Ｅ Ｃ

3 5

1,678
（共催）

Ａ

3,665
Ｅ

385

（本庁課（室）及び出
先機関）

（本庁課）
80

Ｈ
（共催）

20

Ｈ

0

（本庁課（室））

0

2,200 （事業協力）

8

1

1

8

8

【その他】

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

ふくしまグローバルセミ
ナー

生
活
環
境
部

廃棄物学習の環づくり
事業

廃棄物適正処理（分別方法）等の必要性について、各地域
で行われるイベントや、学校や団体等の要請による学習会
に出向き、教材・実験キット等を用いるなどして啓発を行う。

Ｈ Ｄ

Ａ

生
活
環
境
部

ＮＰＯ、市町村との協働により、「男性の家庭参画」「ワークラ
イフバランス」等をテーマとした講座を、企画段階から連携の
上、講座等を県内３方部で実施する。

ユニバーサルデザイン（ＵＤ）の普及推進のため、ＮＰＯ法人
との協働により、主に若年世代を対象としたＵＤ展や基調講
演、実物大のＵＤスゴロクを用いた学校巡回ワークショップを
実施する。

学校や事業所をはじめ、家庭や地域での省エネルギー活動
を中心とした環境保全活動の促進による地球温暖化対策の
活性化を図る。

地域や学校現場で国際理解教育を実践できる人材を育成す
るため、指導者育成セミナーを開催する。

Ａ
環境共生課

（共催）

地球温暖化防止のため
の「福島議定書」事業

災害対策課

人権男女共生課

国際課

国際課

平成22年度福島県
総合防災訓練

生活環境総務課

人権男女共生課

1 4

Ｂ

（本庁課（室））

4 7

【その他】

1

14,516

Ａ

Ａ

国際課

県内の高校生を対象に、国際協力、ボランティア活動、コミュ
ニケーション、多文化共生等について学ぶことを通じて、地
球的視野を持った人材の育成を図る。

地球体験キャラバン ふくしま青年海外協力隊の会の協力を得ながら、学校や公
民館等において、開発途上国の様々な文化や価値観を小学
生に紹介する。

国際課
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

ふ くしま 環境 ・エ ネル
ギーフェア

5,545

（事業委託）

Ｅ

カワウのコロニーやねぐらなどの情報収集や、生息数等の
調査を、委託により実施する。

「不法投棄は絶対にさせない、許さない」という地域住民の
意識醸成を推進させるとともに、地域住民及び地域住民団
体等による日常的な監視体制の創設又は維持に要する事
業費（人件費を除く）の全部及び一部を補助する。

傷病鳥獣搬送業務について専門的知識・技術を有する者に
委託する。

（共催）
12,030

871
Ｅ

（事業委託）

（事業委託）

Ｅ
3,558

Ａ

1,030
Ｅ

（事業委託） （本庁課（室））
Ａ

Ｇ

Ｆ

Ｅ
（事業委託）

2,868

（補助）

【その他】

2

8

4

【その他】

1

Ａ

4

4

8

【その他】

2

（本庁課（室））

7

【その他】
地域の力を活用するため

【その他】
Ａ

Ａ

（本庁課（室））

（本庁課（室））

（本庁課（室））

492

地球にやさしい“ふくし
ま”県民会議事業

11

1

【その他】

8

【その他】

5

4

1

【その他】

【その他】

1

（本庁課（室））

4

Ｄ
（本庁課（室）及び出

先機関）

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

クマガイソウの里まつり

県民、事業者、行政が共通認識を持ち、地球温暖化対策の
実践について協議し、具体的行動に結びつけるため、地球
にやさしい“ふくしま”県民会議を運営するとともに、ふくしま
環境・エネルギーフェアをはじめとした各種事業を協働して
実施する。

環境保全に向けた県民運動の展開と、環境・エネルギー産
業の振興を図るため、省エネルギー・新エネルギー、廃棄物
減量化、リサイクルなどについて、最新技術の展示や、最新
情報の紹介などを行う総合的なイベントを開催する。

県内に生息するツキノワグマの生息状況について調査を行
う。

子どもたちや県内の団体の取組み（エコチャレンジ）に見合
いの環境価値（ポイント）を付与し、相応のサービスを還元す
ることで活動の一層の促進を図る。

高校生を対象に地球温暖化問題に関するテレビＣＭコンテ
ストを実施することにより、高校生の地球温暖化防止に向け
た取組意識の向上を図るとともに、テレビＣＭ等の放送によ
り、県民の地球温暖化に対する意識啓発を図る。

（本庁課（室））（後援・推薦）

傷病鳥獣搬送業務委
託

地域ぐるみ監視体制づ
くり支援事業

環境共生課

Ａ
（共催）

Ａ

自然保護課

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

環境共生課

環境共生課

自然保護課

環境共生課

自然保護課

1

Ａ

ふくしまエコチャレンジ
事業（エコポイントによ
る環境活動促進事業）

カワウ生息状況等調査

地球にやさしい“ふくし
ま”高校生ＣＭコンテス
ト

ツキノワグマ生息状況
等調査業務委託

Ａ

Ａ

（本庁課（室））

0自然保護課

不法投棄対策室 8,755

水原地区の恵まれた自然を守り、特定希少野生動植物に指
定されているクマガイソウの保護等を図っている団体に対
し、情報提供等の支援や同団体主催行事への名義後援を
行う。
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

生
活
環
境
部

環境共生課

みんなで守る美しい猪
苗代湖推進事業（みん
なで守る水辺環境保全
事業）

民生家庭部門における実効ある地球温暖化防止対策を進
めるため、家庭における二酸化炭素排出量を実感できる環
境家計簿の活用を促進するとともに、省エネに取組む家庭
の実態を調査して、その効果をわかりやすく情報提供し、取
組みの普及を図る。

防犯活動団体に関する
情報収集・提供

地域で活動している防犯活動団体が、適切な情報のもとに
団体相互の連携を図りながら より効果的な活動が展開でき
るよう交流会を開催して支援する。

猪苗代湖の水環境保全対策を推進するため、地域住民、事
業者、行政（市町村、県、国）が協働して、猪苗代湖の湖岸
のヨシ群落において、ヨシの刈り取りやゴミの撤去を行う。

猪苗代湖の水環境の保全のため、大学の研究者、関係団
体、事業者、行政で構成する協議会による調査研究、水環
境保全実践活動（ヨシの刈取り・除去及び清掃作業）、普及
啓発活動を実施する。

猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群流域の事業者団体、住民団
体、市町村、国、県等で組織する同協議会が行う普及啓発、
「きらめく水のふるさと磐梯」湖美来基金事業等の各種水環
境保全活動に参加するとともに、運営費（一部）を負担する。

猪苗代湖・裏磐梯湖沼
水環境保全対策推進
協議会運営事業

Ａ

（本庁課（室））

（本庁課（室））

Ｃ
（県外郭団体（県出資

の財団法人等））

Ａ

Ｂ
（実行委員会・協議

会）

375

Ｈ
（事業協力）

3

Ａ

【その他】

6

【その他】

1

【その他】

1 4

1

3

Ｃ

Ｂ
（実行委員会・協議

会）

（補助）
Ｆ

Ａ

1

【その他】

【その他】

Ｅ

（情報交換・意見聴
取）

4

4,166
（本庁課（室））

（本庁課（室）及び出
先機関）

地域を守る防犯活動活性
化事業

「清らかな湖、美しい猪
苗代湖の水環境研究
協議会」への参加

家庭部門の省エネモニ
タリング事業

8,262

0

（事業委託）
Ａ

Ｃ

Ｄ

（本庁課（室））

（情報交換・意見聴
取）

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

4

県内で防犯活動を行っている団体に関する基本的な情報を
収集するとともに、活動事例としてホームページで照会す
る。

生
活
環
境
部

生
活
環
境
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

4 11

（本庁課（室））

5

Ａ

3 4

【その他】

（本庁課（室）） 【その他】

1

１　ボランティアコーディネーター配置
２　福祉教育推進事業
３　ボランティア養成・研修事業

多年にわたり社会福祉に関するボランティア活動を率先して
行っている個人及び団体に対して知事感謝状を授与する。

生活環境総務課

生活環境総務課

水・大気環境課

33

【その他】

Ａ
（後援・推薦） （本庁課（室））

4

Ｇ
【その他】

Ａ
（共催）

0

水・大気環境課

水・大気環境課

1,787

1,027

社会福祉課

ボランティア功労者に
対する知事感謝状の授
与

社会福祉課

県ボランティアセンター
事業

高齢福祉課

認知症キャラバン・メイ
ト養成研修

地域住民等に認知症の正しい知識を広めるボランティアを
養成する。

269
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

障がい福祉課

障がい者地域生活体
験支援事業

障がい者の地域生活移行を促進するため、地域生活
体験事業を実施する法人等に対して補助を行う。

Ｆ Ａ
（補助） （本庁課（室））

1,704 【その他】
地域生活体験事業を実施する法人に対する補
助

（実行委員会・協議
会）

（事業協力）

Ｉ

Ｅ

Ｂ Ｄ

障がい者の日中活動や生活の場など、地域生活を支
援するための基盤整備を促進するため、障害福祉
サービス事業を実施する事業者に対して補助を行う。障がい福祉課

障害者自立支援基
盤整備事業

児童家庭課

ひとり親支援ネットワー
ク推進事業（ひとり親支
援ネットワーク連携会
議）

ひとり親支援ネットワー
ク推進事業（ひとり親家
庭交流広場事業）

児童家庭課

ひとり親支援ネットワー
ク推進事業（サポートグ
ループ形成事業）

ＤＶセンターや市町村福祉事務所等ＤＶ相談窓口となる職務
関係者や、女性のための相談支援センターで被害者に協力
しているボランティアに対して研修を行い、ＤＶ被害者支援体
制を強化する。 543

11月の第3日曜日を「子育ての日」、その前後各1週間を「子
育て週間」とし、県全体で子育て支援の機運を盛り上げるた
め、啓発等を集中的に実施する。
シンボル行事を会津若松市で開催予定。また、県内7方部で
方部ごとの行事を開催予定。

1,798

児童家庭課

ＤＶ被害者支援スタッフ
養成事業

子育て支援課

子育て支援を進める県
民運動事業

ひとり親家庭交流広場事業を契機として、ひとり親家庭を構
成員とし、自主的な活動を行うサポートグループの形成のた
め、ファシリテーターの育成を目的とするサポートグループ
形成事業を実施する。

0

374

618

・県が調査機関として指定
・介護サービス事業者から、介護サービス情報に関する調査
票による報告を受け、報告内容について調査を実施（調査
結果は指定情報公表センターのホームページで公表）
・調査手数料を徴収

0

（その他） （本庁課（室））

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

サポートグループによる支援ネットワークと行政との連携に
よる効果的なひとり親施策を展開するため、ひとり親支援
ネットワーク連携会議を開催

176
Ａ

2

Ａ

【その他】

2 6

【その他】（本庁課（室）及び出
先機関）

Ｂ
（出先機関）

8

12

【その他】
基盤整備事業を実施する事業者に対する補助

（本庁課（室））

12

Ｉ

Ｆ

Ｈ

（補助）
196,616

1

（共催） （本庁課（室）） 【その他】

2 8

（事業委託） （本庁課（室））

（その他） （本庁課（室））

【その他】

Ａ Ａ

Ａ

Ａ
介護保健室

地域密着型サービス外
部評価

・県が外部評価機関として選定
・指定認知症対応型共同生活介護（グループホーム）等の事
業所について、毎年調査を行い外部評価を実施（評価結果
をインターネットにより公表）
・評価手数料を徴収

児童家庭課

シングルマザーやシングルファザーなど、昼間働きながら子
育てをしているひとり親の交流の場を提供するとともに、抱え
ている子育ての不安や暮らし・仕事などの悩みを相談員や
専門員、スタッフに相談することにより解決に結びつけるた
め、ひとり親家庭交流広場事業を実施する。県は、ひとり親
家庭交流広場事業をひとり親支援サポートグループと共同
実施する。

Ｉ Ａ
（その他） （本庁課（室））

1 2 8

【その他】

6 8 11

1 4

4

【その他】

6 8

【その他】

介護保健室

介護サービス情報の公
表
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

保
健
福
祉
部

医療看護課

薬務課

食品生活衛生課

障がい福祉課

（本庁課（室））

（本庁課（室））

Ｄ

Ｅ Ａ

1 2

（本庁課（室））

（事業委託）

会津南会津地域医療
再生支援フォローアッ
プ事業

会津・南会津地域において、地域が一体となって地域医療を
守る取組みを支援するため、医療従事者や地域住民が参加
する座談会や討論会を開催する。
　①地域医療再生に係る地域の取組支援
  ②フォローアップ調査等を行い、計画の進行管理を実施

1,952
（事業協力）

Ｅ

1

健康増進課

地産地消体験学習 幼児期の子どもたちが、多様な食の体験を通して、食に関す
る興味・関心を持ち、生涯にわたり質の高い生活を送るため
の望ましい食を営む力を身につけることができるよう、さらに
その保護者が子どもとともに体験することで、子どもの食の
在り方を学ぶことができるよう県内幼稚園・保育所において
地産地消体験学習を実施する。

502

ヤング献血定着促進事
業

若年層献血者と同世代の学生ボランティアが企画運営する
クリスマスキャンペーンを支援するため、学生ボランティアに
啓発資材を提供する。

健康増進課

難病ピアカウンセリング
事業

難病対策の一環として、難病患者が相談員として相談者の
話を傾聴し情報提供を行うことで、相談者が問題を自ら解決
していくことができるよう手助けすることより、仲間意識の芽
生えや闘病意欲の向上につながり、前向きな療養生活を送
ることができるよう図る。

42
Ｉ Ａ

52
Ｈ

（事業協力）
Ａ

（その他）

5

1

（本庁課（室）） 【その他】

【その他】

8

1

（事業協力）

小学校への獣医師派
遣事業

　動物愛護ボランティアと共に、各保健福祉事務所の獣医師
が、動物を飼っている小学校を訪問し、動物の愛護と適正飼
養についての指導を行う。

122

（出先機関）

Ｈ Ｂ

Ｉ
【その他】
ボランティアの養成が目的である。

Ｂ

（出先機関） 【その他】

食品生活衛生課

動物愛護ボランティア
育成事業

各保健福祉事務所において、動物愛護ボランティア育成講
習会を開催し、動物の愛護と適正飼養を普及啓発する「動
物愛護ボランティア」を養成するとともに、当該ボランティア
登録者の協力を得ながら、飼い犬のしつけ方教室を実施す
る。

70

30,000障がい福祉課

障がい者就労訓練設
備等整備事業

新事業体系に移行する小規模作業所の必要な備品等
の購入に対する補助を行う。

Ｆ Ａ

12

（補助） （本庁課（室）） 【その他】
新体系に移行する小規模作業所等の設置者に
対する補助

（その他）

（本庁課（室）） 【その他】

5 6

Ａ

4

Ｅ

801
Ｅ

（事業委託）

（事業委託） （本庁課（室）及び出
先機関）

【その他】

発達障がい地域支援
体制強化事業

発達障がい児・者に対する地域の支援力を向上させ、
発達障がい者支援センターを中心として全県的な支援
体制の整備を図り、身近な地域で適切な発達障がい
支援が受けられる体制づくりを目指す。
（小事業「発達障がい地域支援機能強化事業」の1事
業「発達障がい児地域療育機能強化事業」を委託。）

障がい福祉課

障がい者の明るい暮
らし促進事業

精神保健及び精神障がい者の福祉に関して、地域の実情に応じ
たきめの細かい施策を実施し、精神障がい者の社会参加と自立を
促進するため、次の精神障がい社会参加促進事業を実施。
・精神障がい者家族会学習会（家族教室）開催事業
・家族会相談員養成講習会開催事業
・精神障がい者スポーツ・レクリエーション等教室開催事業

12

【その他】

【その他】

Ｄ
12,723

1
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

商
工
労
働
部

商
工
労
働
部

商
工
労
働
部

商
工
労
働
部

商
工
労
働
部

保
健
福
祉
部

商
工
労
働
部

商
工
労
働
部

商
工
労
働
部

産業人材育成課

Ｅ

- Ｉ

630

（事業委託）
4,902

産業人材育成課

障がい者委託訓練事
業

就職を希望する障がい者に対し、企業や社会福祉法人、特
定非営利活動法人、民間教育訓練機関等へ訓練を委託し、
技術・技能を身につけ再就職を図る事業。
◎実施訓練科目　喫茶サービス・販売科（定員１０名）

22,231

（出先機関）
Ｅ

22,868
Ｆ

活力ある商店街支援事
業

地域の特色を活かし、まちづくりの観点に立った商店街の活
性化を推進するため、空き店舗対策に取り組む商店街やＮ
ＰＯ等に対して支援を行う。（市町村を通じた間接補助）

産業人材育成課

離職者等再就職訓練
事業

求職者に対して、再就職の促進を図るため、事務系の就職
に必要な技能を付与する職業訓練を委託する。
◎実施訓練科目　一般事務科(定員30名）

Ｄ
3

（補助） （本庁課（室）及び出
先機関）

【その他】

2

（事業委託） （本庁課（室）） 【その他】

Ｅ Ａ

1

Ａ

5

（その他） （本庁課（室）） 【その他】
形態　融資
実施機関　金融機関

中小企業制度資金（街
なか再生特別資金）

中心市街地の空洞化に歯止めをかけ、その再活性化を図る
ため、中心市街地の商業地域内等で事業を行う事業者に対
し、金融機関を通じて低利で融資を行う。
融資対象者　県内に事業所を有し、コミュニティビジネスを行
うＮＰＯ法人（中心市街地活性化協議会が認めた方）
融資限度　運転資金5,000万円、設備資金10,000万円
融資期間　10年以内
融資利率　固定年2.8％以内

産業創出課

インキュベートルーム
運営事業

地域経済の活性化、新規雇用の創出のためには、新事業、
新産業の創出促進が極めて重要であるため、ソフト系ＩＴ分
野を主たる対象として、福島駅西口インキュベートルームを
全県拠点としたインキュベーション（若い企業の育て上げ）を
効果的に実践することにより、卒業企業の地元へ定着、新規
雇用、新たな経済効果を創出する。

金融課

商業まちづくり課

雇用労政課
Ａ

（事業委託） （本庁課（室））

（本庁課（室）） 【その他】

Ｅ Ｄ

21

18,202
Ｅ

医療看護課

相双地域医療再生支
援フォローアップ事業

相双地域において、地域が一体となって地域医療を守る取
組みを支援するため、医療従事者や地域住民が参加する座
談会や討論会を開催する。
　①地域医療再生に係る地域の取組支援
  ②フォローアップ調査等を行い、計画の進行管理を実施

1,852
（事業委託）

若者就労体験等事業
【緊急雇用創出基金事
業】

　 就労体験、ボランティア活動への従事等を通じて他者との
コミュニケーション力の養成や働くことに対する意識づけを図
り、就労への円滑な移行を促すことにより社会的自立を支援
する。
【以下協働に該当する部分】
　 ニート状態にある若者の親等を対象としたセミナー及び
ニート本人を対象としたジョブトレーニングを、県内の若者自
立支援を行うＮＰＯ法人に委託して実施する。

8

1

【その他】

4

1

【その他】

（事業委託） （出先機関） 【その他】

Ｂ

Ｂ
1 4

離職者等再就職訓練
事業

やむなく離職され再就職を希望する方に対し、民間教育訓
練機関等に委託し必要な職業能力開発を実施し、再就職の
促進を図る事業
◎訓練科目　ビジネスパソコン基礎科（定員１１名）

1,733
Ｅ

（事業委託） （出先機関） 【その他】

Ｂ
1 4

観光交流課

ふくしま定住・二地域居
住推進総合戦略事業

市町村や移住希望者の受入に取り組むＮＰＯ法人等と連携
し、田舎暮らしを希望する都市住民に対する相談対応、情報
提供等を実施する。 33,993

4

（事業協力） （本庁課（室）） 【その他】

Ｈ Ａ
1 2
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

農
林
水
産
部

農
林
水
産
部

農
林
水
産
部

農
林
水
産
部

農
林
水
産
部

農
林
水
産
部

商
工
労
働
部

商
工
労
働
部

農
林
水
産
部

3,916
Ｆ Ｂ

1

（出先機関） 【その他】

3 5

（補助）
農村振興課

遊休農地対策総合支
援事業
【新分野にチャレンジ！
遊休農地活用連携事
業】

平成２１年１２月に施行された改正農地法により、企業等の
農業参入がし易い環境が整ったことから、多様な主体による
耕作放棄地の活用を促進するため、NPO等を構成員とする
地域組織等の協力を得ながら、児童等を対象とする教育
ファームを設置する取り組みや、社会福祉施設による農産
物生産の取り組みを支援する。

4,780農業基盤整備課

地すべり防止施設予防
保全計画策定事業

（事業委託）

（事業協力） （本庁課（室）） 【その他】

Ｈ Ａ

3

農村振興課

遊休農地対策総合支
援事業
【県遊休農地活用促進
対策事業】

ＮＰＯ団体及びボランティア団体との連携により、耕作放棄
地活用支援隊を組織し、中山間地域等の耕作放棄地の再
生利用及び保全管理活動を支援する。
　募集人員：３００人 351

Ｅ Ｄ

1

（本庁課（室）及び出
先機関）

【その他】

専門的な技術を有する「農村災害ボランティア」等を活用して
既存の地すべり防止施設の状況調査を行い、これらを踏ま
えて必要な各種試験・調査を実施して、今後必要となる対策
を検討し、予防保全計画を策定する。

【その他】

林業振興課

ペ レ ッ ト ス ト ー ブ オ フ
セットクレジット活用事
業

　県内のペレットストーブの使用による二酸化炭素排出削減
量をＪ－ＶＥＲの認証を受けたクレジットとして企業等に販売
し、地域の山づくりに活用する。
　Ｊ－ＶＥＲの認証を受けるために、ＮＰＯ法人超学際的研究
機構（福島県地球温暖化防止活動推進センター）に業務委
託を行う予定である。

1,951
Ｅ Ａ

1

（事業委託） （本庁課（室）） 【その他】

（本庁課（室））

254
Ｈ

Ｉ

Ｆ

Ｄ

1

（事業協力） （本庁課（室）及び出
先機関）

【その他】
林業振興課

ペレットストーブ利用推
進事業

間伐材端材の循環利用を目的にペレットストーブの普及を
図るため、各種イベントにおいて、ＮＰＯ法人の協力を受け、
一般県民に対しペレットストーブに関するＰＲ及び情報提供
を行う。

（その他）

【その他】

5

治山対策課

福島県山地防災ヘル
パー講習会及び現地
研修会

山地防災ヘルパーが行う、災害の発生状況等に関する情報
収集活動に必要な知識や資質の向上を図る。

219
Ａ

4

（出先機関）（補助）
Ｂ

4

森林整備課

森林ボランティア活動
推進事業（森林ボラン
ティア団体活動支援事
業）

県民参加による森林づくり運動の更なる推進を図るため、県
内各地域において積極的な森林整備活動等を行うボラン
ティア団体の活動に対して補助する。
事業主体：民間非営利団体等
補助率：１／２以内

2,514

観光交流課

ふるさと福島大交流プ
ロジェクト

移住者ネットワーク（移住者同士及び移住者と地元の人々を
結ぶネットワーク）の構築について、移住に関する諸情報に
精通しているNPOに委託する。 7,305

8

（事業協力） （本庁課（室）） 【その他】
Ｈ Ａ

1 2

観光交流課

「おくのほそ道」風流の
旅支度事業

「おくのほそ道」をテーマに中通り地区における「周遊・滞在
型」観光商品の研究・開発・提供を行う。

21,901
（事業委託） （本庁課（室）） 【その他】　ふるさと雇用基金事業

Ｅ Ａ
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

土
木
部

土
木
部

教
育
庁

土
木
部

土
木
部

土
木
部

土
木
部

土
木
部

土
木
部

【その他】

道路管理課

うつくしま・道サポート
制度

地域住民（実施団体）、地元自治体（市町村）、福島県の三
者が協働し、道路の清掃、美化、除雪などの作業を行う

0

道路計画課

河川道路美化作業 地元住民やボランティア団体等が河川や道路の美化作業を
行う際の傷害保険に加入。

850

（事業協力）

（事業協力） （本庁課（室）及び出
先機関）

Ｈ Ｄ

5

（出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

3 11

河川計画課

河川道路美化作業 地元住民やボランティア団体等が河川や道路の美化作業を
行う際の傷害保険に加入。

850
（事業協力） （本庁課（室）及び出

先機関）

【その他】
Ｈ Ｄ

5

河川整備課

うつくしまの川・サポー
ト制度

県、市町村とボランティアが役割を分担して、河川の堤防除
草や堤防、高水敷の清掃美化活動を行う。

3,940
（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

3

砂防課

ふるさと安全たんけん
スクール

小学生を対象とした土砂災害防止に関する学習会

0
（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

1

砂防課

砂防施設等点検調査 砂防施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊施設の点検

0
（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

1

まちづくり推進課

地域活力基盤創造事
業（街路）

　須賀川市南部地区において、地元NPO等と連携したまちづ
くりを推進する。

250,000

6

（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

3 4

まちづくり推進課

元気ふくしま、地域づく
り・交流促進事業（地域
自立活性化交付金事
業含む）

福島県の多彩な風土や観光資源、地域資源を活用し、持続
的成長が可能な個性と魅力ある美しい地域づくりや交流人
口の拡大に結びつく施策を地域団体・住民や市町村とともに
考え、各主体の役割分担のもとソフト・ハード両面から地域
に愛着と誇りを持ち、未来に希望が持てる地域社会の実現
を目指す。

662,040
（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

3 6

0社会教育課

福島県自然の家運営 各自然の家で実施する事業において、ボランティアの協力を
求め、活動の場を提供する。

（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

2 3
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

病
院
局

警
察
本
部

教
育
庁

教
育
庁

病
院
局

病
院
局

病
院
局

教
育
庁

病
院
局

0

（事業協力） （出先機関） 【その他】
Ｈ Ｂ

9 11

病院総務課

南会津町役場職員
（県立南会津病院）

町職員と病院職員で病院敷地内の草刈り等を行っていただ
く。

0

（事業協力） （出先機関） 【その他】

Ｈ Ｂ

7 11

【その他】
外来業務を円滑に行うため。

0
Ｈ Ｂ

4 11

（事業協力） （出先機関） 【その他】

（出先機関） 【その他
】患者さんの慰安

0
Ｈ Ｂ

4 12

（事業協力） （出先機関）

Ｂ

12

病院総合案内補助ボラ
ンティア
（県立会津総合病院）

外来受付の総合案内において、ボランティアの方々に協力し
ていただく。

0
Ｉ

（その他）

太鼓演奏ボランティア
（県立矢吹病院）

白河太鼓演奏のボランティアが当院の年間レク(演芸会）に
参加し、患者さんを慰安する。

病院総務課

南会津町立田島中学
校生徒
（県立南会津病院）

町内の中学生に課外活動の一環として病院敷地内のゴミ拾
い及び草むしりを行っていただく。

病院総務課

ボランティアサークル
｢森の会｣
（県立南会津病院）

町内のボランティアサークルの方々に、病院の花壇の手入
れを行っていただく。

病院総務課

病院総務課

体験活動・ボランティア
推進センター事業

青少年の体験活動やボランティア活動を支援する人材の情
報提供に関する体制を整備し、活動の活性化を図る。学校
や社会教育施設における青少年の体験活動や教科学習の
支援にあたる。

社会教育課

放課後子どもプラン（放
課後子ども教室）

　放課後の子どもたちを地域住民の協力のもとで預かり、ス
ポーツ・文化活動や交流活動を行う安全で健やかな居場所
づくりを支援する。

0

55,367

社会教育課
（その他） （出先機関） 【その他】

Ｉ Ｂ

3 5

（事業委託） （出先機関） 【その他】

Ｅ Ｂ

1

学習指導課

子どものためのリトミッ
ク春季特別講座

多くの子どもたちに人間・音楽教育であるリトミックを実践さ
せるため、指導者としての適性を伸ばし、幼児教育・音楽教
育の発展に貢献するリトミック研究センター主催の講座への
名義後援を行う。 0

（後援・推薦） （本庁課（室）） 【その他】
Ｇ Ａ

1 4

組織犯罪対策課

暴力団排除パトロール 県内主要８地区の繁華街を暴力団排除重点モデル地区と
し、各地区の住民ボランティアと警察との合同による暴力団
排除等の警戒、広報、啓発活動を実施したもの。

23
Ｈ Ｂ

5 10

（事業協力） （出先機関） 【その他】
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部局名 所属名 理　由事業概要 実施機関
予算額
（千円）

事業形態事業名

警
察
本
部

生活安全企画課

防犯ボランティア支援
事業

防犯ボランティア団体に対して、防犯腕章、防犯ベスト、広報
紙等の作成に関する経費を支援する事業。また、防犯指導
隊のボランティア保険加入や防犯指導隊手帳の作成を行
い、防犯ボランティア団体の活動の活性化を図る事業。 1,997

Ｉ Ａ

3 4 5

（その他） （本庁課（室）） 【その他】
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